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平成平成2727年３月期の決算概要年３月期の決算概要

2



平成平成2727年３月期の総括年３月期の総括

業績の概況業績の概況

当連結会計年度におけるわが国経済は、引き続く円安株高を背景に、大手や輸出関連を中心

に企業収益の改善や設備投資の持ち直しがみられ、緩やかな回復傾向が続いています。しかし、

個人消費に力強さがなく、地方経済の停滞や中小企業の業績回復の遅れが指摘されるなど、い

まだ先行き不透明な状況が続いています。

当社グループが関係する業界におきまして、オート機器および住設機器の分野では、設備投資

の持ち直しに伴い堅調に推移いたしましたが、情報機器および生活機器の分野では、市場が伸

び悩む中、内外競合と価格競争を強いられる厳しい状況のまま推移いたしました。

こうした状況にあって当社グループは、在庫削減、合理化およびＶＡ（価値分析）の徹底による、 、

経費削減に加え、その組織、設備等について全体最適の観点から再評価を行い、生産性の向上

に努めてまいりました。また、より高品質な商品とサービスを提供するため、企業体質の改善と

人材育成に努めてまいりました。

この結果、当連結会計年度の売上高は193億４千６百万円（前期比0.5％減）、経常利益は７億

９千２百万円（前期比9.0％減）、当期純利益は４億７千万円（前期比7.2％減）となりました。
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平成平成2727年３月期の業績年３月期の業績

27年３月期 26年３月期 対前期比

売上高 19 346 19 449 99 5%

＜連結＜連結業績業績＞＞ 単位：百万円

売上高 19,346 19,449 99.5%

営業利益 823 934 88.2%

経常利益 792 871 91.0%

当期純利益 470 506 92.8%

＜＜単体単体業績＞業績＞ 単位：百万円＜＜単体単体業績＞業績＞ 単位：百万円

27年３月期 26年３月期 対前期比

売上高 17,007 17,167 99.1%

営業利益 651 820 79.3%

経常利益 646 786 82.2%

当期純利益 392 448 87 5%
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当期純利益 392 448 87.5%



平成平成2727年３月期年３月期 連結貸借対照表連結貸借対照表
単位：千円

27年３月期 26年３月期 増減額

（資産の部）

流動資産 10 648 775 10 481 718 167 057流動資産 10,648,775 10,481,718 167,057

現金及び預金 1,733,390 1,706,257 27,133

受取手形及び売掛金 4,002,102 4,190,711 △188,608

たな卸資産 4,598,673 4,292,962 305,711

その他の流動資産 314,608 291,787 22,820

固定資産 9 619 063 9 272 186 346 877固定資産 9,619,063 9,272,186 346,877

有形固定資産 6,136,416 6,096,765 39,651

無形固定資産 1,354,938 1,453,872 △98,934

投資その他の資産 2,127,708 1,721,548 406,160

繰延資産 1,989 － 1,989

資産合計 20 269 828 19 753 904 515 924資産合計 20,269,828 19,753,904 515,924
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平成平成2727年３月期年３月期 連結貸借対照表連結貸借対照表
単位：千円

27年３月期 26年３月期 増減額

（負債の部）

流動負債 8 180 331 7 784 254 396 077流動負債 8,180,331 7,784,254 396,077

支払手形及び買掛金 867,793 988,074 △120,280

短期借入金 1,850,000 2,210,000 △360,000

1年内返済予定の長期借入金 1,741,294 842,396 898,898

1年内償還予定の社債 － 100,000 △100,000

その他の流動負債 3 721 243 3 643 783 77 460その他の流動負債 3,721,243 3,643,783 77,460

固定負債 2,479,535 3,301,831 △822,295

社債 100,000 － 100,000

長期借入金 1,774,000 2,820,518 △1,046,518

その他の固定負債 605,535 481,313 124,222

負債合計 10 659 867 11 086 085 △426 218負債合計 10,659,867 11,086,085 △426,218
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平成平成2727年３月期年３月期 連結貸借対照表連結貸借対照表
単位：千円

27年３月期 26年３月期 増減額

（純資産の部）

株主資本 8 978 905 8 624 884 354 021株主資本 8,978,905 8,624,884 354,021

資本金 3,373,552 3,373,552 -

資本剰余金 2,951,143 2,951,143 -

利益剰余金 3,164,612 2,810,575 354,036

自己株式 △510,402 △510,386 △15

その他の包括利益累計額 631,055 42,934 588,121括 , , ,

その他有価証券評価差額金 327,459 78,408 249,051

繰延ヘッジ損益 28,719 3,036 25,682

為替換算調整勘定 △為替換算調整勘定 154,202 △38,510 192,713

退職給付に係る調整累計額 120,673 － 120,673

純資産合計 9,609,961 8,667,819 942,142

負債純資産合計 20,269,828 19,753,904 515,924
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平成平成2727年３月期年３月期 連結損益計算書連結損益計算書

27年３月期 26年３月期 増減額

単位：千円

27年３月期 26年３月期 増減額

売上高 19,346,931 19,449,080 △102,148

売上原価 13,230,595 13,286,724 △56,129

売上総利益 6,116,336 6,162,355 △46,018

販売費及び一般管理費 5,292,394 5,228,272 64,122

営業利益 823 942 934 083 △110 141営業利益 823,942 934,083 △110,141

営業外収益 98,879 93,660 5,218

営業外費用 130,198 156,445 △26,247

経常利益 792,623 871,298 △78,674

特別利益 17,878 208 17,670

特別損失 22,419 2,792 19,626特別損失 22,419 2,792 19,626

税金等調整前当期純利益 788,082 868,714 △80,631

法人税等及び法人税等調整額 318,035 361,949 △43,913

当期純利益 470,047 506,764 △36,717
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平成平成2727年３月期年３月期 連結株主資本等変動計算書連結株主資本等変動計算書

単位 千円＜平成26年３月21日から平成27年３月20日まで＞

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

単位：千円＜平成26年３月21日から平成27年３月20日まで＞

当連結会計年度期首残高 3,373,552 2,951,143 2,810,575 △510,386 8,624,884

当連結会計年度変動額

剰余金の配当 △116,010 △116,010

当期純利益 470,047 470,047

自己株式の取得 △15 △15

株主資本以外の項目の当株主資本以外の項目の当

連結会計年度変動額（純額）

当連結会計年度変動額合計 - - 354,036 △15 354,021

当連結会計年度末残高 3 373 552 2 951 143 3 164 612 △510 402 8 978 905当連結会計年度末残高 3,373,552 2,951,143 3,164,612 △510,402 8,978,905
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平成平成2727年３月期年３月期 連結株主資本等変動計算書連結株主資本等変動計算書
単位：千円

その他の包括利益累計額

純資産

合計
その他

有価証券
繰延ヘッジ 為替換算

退職給付

に係る

その他の

包括利益 合計有価証券

評価差額金
損益 調整勘定

に係る

調整累計額
累計額

合計

当連結会計年度期首残高 78,408 3,036 △38,510 － 42,934 8,667,819

当連結会計年度変動額当連結会計年度変動額

剰余金の配当 △116,010

当期純利益 470,047

自 株 得自己株式の取得 △15

株主資本以外の項目の

当連結会計年度変動額

（純額）

249,051 25,682 192,713 120,673 588,121 588,121

（純額）

当連結会計年度変動額合計 249,051 25,682 192,713 120,673 588,121 942,142

当連結会計年度末残高 327,459 28,719 154,202 120,673 631,055 9,609,961
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平成平成2727年３月期年３月期 連結キャッシュ・フロー計算書連結キャッシュ・フロー計算書

単位 千円

27年３月期 26年３月期 増減額

営業活動によるキャッシュ・フロー 859 252 1 449 600 △590 347

単位：千円

営業活動によるキャッシュ フロ 859,252 1,449,600 △590,347

投資活動によるキャッシュ・フロー △208,573 △134,600 △73,972

財務活動によるキャッシュ・フロー △668,910 △1,169,395 500,484

現金及び現金同等物に係る換算差額 45,365 20,647 24,717

現金及び現金同等物の増加額

（△減少額）
27,133 166,252 △139,119

現金及び現金同等物の期首残高 647,956 481,704 166,252

現金及び現金同等物の期末残高 675,090 647,956 27,133
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平成平成2727年３月期年３月期 貸借対照表貸借対照表
単位：千円

27年３月期 26年３月期 増減額

（資産の部）

流動資産 9 917 059 9 914 228 2 831流動資産 9,917,059 9,914,228 2,831

現金及び預金 1,173,256 1,237,248 △63,991

受取手形及び売掛金 3,358,828 3,511,517 △152,688

たな卸資産 3,785,168 3,484,434 300,733

その他の流動資産 1,599,805 1,681,027 △81,222

固定資産 9 440 968 9 125 086 315 882固定資産 9,440,968 9,125,086 315,882

有形固定資産 4,726,401 4,650,292 76,108

無形固定資産 378,379 391,549 △13,169

投資その他の資産 4,336,187 4,083,243 252,943

資産合計 19,358,028 19,039,314 318,713
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平成平成2727年３月期年３月期 貸借対照表貸借対照表
単位：千円

27年３月期 26年３月期 増減額

（負債の部）

流動負債 8 168 022 7 472 899 695 123流動負債 8,168,022 7,472,899 695,123

支払手形及び買掛金 1,080,978 1,059,531 21,446

短期借入金 1,770,000 2,130,000 △360,000

1年内返済予定の長期借入金 1,726,298 790,482 935,816

その他の流動負債 3,590,746 3,492,885 97,860

固定負債 2 299 580 3 226 845 △927 264固定負債 2,299,580 3,226,845 △927,264

長期借入金 1,766,483 2,798,005 △1,031,522

その他の固定負債 533,097 428,840 104,257

負債合計 10,467,603 10,699,744 △232,141
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平成平成2727年３月期年３月期 貸借対照表貸借対照表
単位：千円

27年３月期 26年３月期 増減額

（純資産の部）

株主資本 8,530,254 8,253,999 276,254

資本金 3,373,552 3,373,552 -

資本剰余金 2,951,143 2,951,143 -資本剰余金 2,951,143 2,951,143

利益剰余金 2,715,960 2,439,690 276,270

自己株式 △510,402 △510,386 △15

評価・換算差額等 360,170 85,570 274,600

その他有価証券評価差額金 331,451 82,533 248,917

繰延ヘッジ損益 28,719 3,036 25,682

純資産合計 8,890,424 8,339,569 550,855

負債純資産合計 19,358,028 19,039,314 318,713
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平成平成2727年３月期年３月期 損益計算書損益計算書

27年３月期 26年３月期 増減額

単位：千円

27年３月期 26年３月期 増減額

売上高 17,007,925 17,167,290 △159,365

売上原価 11,607,578 11,665,910 △58,332

売上総利益 5,400,347 5,501,379 △101,032

販売費及び一般管理費 4,749,069 4,680,502 68,567

営業利益 651 277 820 877 △169 600営業利益 651,277 820,877 △169,600

営業外収益 120,898 109,306 11,592

営業外費用 126,029 144,031 △18,002

経常利益 646,146 786,151 △140,005

特別利益 17,859 203 17,655

特別損失 2,698 567 2,131特別損失 2,698 567 2,131

税引前当期純利益 661,308 785,788 △124,480

法人税等及び法人税等調整額 269,027 337,381 △68,353

当期純利益 392,280 448,407 △56,126
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平成平成2727年３月期年３月期 株主資本等変動計算書株主資本等変動計算書

単位 千円＜平成26年３月21日から平成27年３月20日まで＞

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

単位：千円＜平成26年３月21日から平成27年３月20日まで＞

当期首残高 3,373,552 2,951,143 2,439,690 △510,386 8,253,999

当期変動額

剰余金の配当 △116,010 △116,010

当期純利益 392,280 392,280

自己株式の取得 △15 △15

株主資本以外の項目の株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）

当期変動額合計 - - 276,270 △15 276,254

当期末残高 3 373 552 2 951 143 2 715 960 △510 402 8 530 254当期末残高 3,373,552 2,951,143 2,715,960 △510,402 8,530,254
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平成平成2727年３月期年３月期 株主資本等変動計算書株主資本等変動計算書
単位：千円

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券

評価差額金

繰延ヘッジ

損益

評価・換算

差額等合計評価差額金 損益 差額等合計

当期首残高 82,533 3,036 85,570 8,339,569

当期変動額

剰余金の配当 △116,010

当期純利益 392,280

自己株式の取得 △15

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
248,917 25,682 274,600 274,600

当期変動額合計 248,917 25,682 274,600 550,855

当期末残高 331,451 28,719 360,170 8,890,424
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セグメント別分析セグメント別分析

オ ト機器事業オ ト機器事業オート機器事業オート機器事業

主力の門型洗車機は、石油元売や大手顧客の活発な設
備投資により販売台数が大幅に増加、またカーディーラー
においても消費税増税後の落ち込みが最小限に止まったにおいても消費税増税後の落ち込みが最小限に止まった
ことから、厳しい価格低減要請はあったものの、全体とし
て伸長しました。一方、オイル機器では、政府の支援事業
が継続となったローリーの需要が堅調で、新機種が貢献
したエアコンフレッシャ も順調に数字を伸ばしました こしたエアコンフレッシャーも順調に数字を伸ばしました。こ
の結果、オート機器事業全体の売上高は120億７千９百万
円（前期比3.9％増）となりました。

情報機器事業情報機器事業

門型洗車機

情報機器事業情報機器事業

一般店舗向け小型表示機、アミューズメント業界向け定
番品およびフルカラー表示装置については、積極的に新
製品を導入したものの、厳しい価格競争の中で売上を伸
ばすには至りませんでした 道路工事用表示板および石ばすには至りませんでした。道路工事用表示板および石
油元売向け価格表示板については、顧客の投資一巡に
よる一服感がみられ、官需分野では前年度受注分が当期
売上に寄与しましたが、期中の予定数は確保できません
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でした。この結果、情報機器事業全体の売上高は19億６
千３百万円（前期比6.2％減）となりました。 一般店舗向け小型表示機一般店舗向け小型表示機



セグメント別分析セグメント別分析

生活機器事業生活機器事業生活機器事業生活機器事業

消費税増税に伴う個人消費の低迷による影響から、一
般家庭用商材、農家向け商材とも大変に厳しい状況が
続き、大幅な減収となりました。特に、生活機器事業分続き、大幅な減収となりました。特に、生活機器事業分
野の主力商品である低温貯蔵庫は、天候不順、コメ価
格の下落等の影響も重なり、予想以上に低迷することと
なりました。この結果、生活機器事業全体の売上高は33
億４千２百万円（前期比12 2％減）となりました

農産物低温貯蔵庫農産物低温貯蔵庫
億４千２百万円（前期比12.2％減）となりました。

住設機器事業住設機器事業

子会社の株式会社ニ ストが行う事業で 主として子会社の株式会社ニューストが行う事業で、主として
木・アルミ複合断熱建具と反射板式消音装置を製作・販
売する事業であります。主要取引先である建設業界は、
労務費や資材の高騰により、公共工事の入札不調・不

木 アルミ複合断熱建具

落も続いております。当社にとっても厳しい環境となりま
したが、前期からの受注残が当期の売上に貢献し、期
中での受注・売上となる物件を確保することができまし
た。この結果、住設機器事業全体の売上高は17億６千
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木・アルミ複合断熱建具

「アルタスウッドスクリーン」の施工例「アルタスウッドスクリーン」の施工例

た。 の結果、住設機器事業全体の売 高は 億 千

２百万円（前期比0.7％増）となりました。



セグメント別分析セグメント別分析

その他の事業その他の事業

保険代理業、不動産管理・賃貸業、および長野リンデ
ンプラザホテルの運営に係るホテル業が主体となりま
す ホテル業については 長野市内での競合が激化しす。ホテル業については、長野市内での競合が激化し
厳しい状況が続いておりますが、ビジネス・観光ともに
需要回復の兆しが現れてまいりました。この結果、そ
の他の事業全体の売上高は１億９千８百万円（前期比
15.9％増）となりました。

長野リンデンプラザホテル長野リンデンプラザホテル長野リンデンプラザホテル長野リンデンプラザホテル
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平成平成2828年３月期年３月期 業績 配当予想業績 配当予想平成平成2828年３月期年３月期 業績・配当予想業績・配当予想

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は 当社が現在本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、 当社が現在
入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、当
社としてその実現を約束する趣旨のものではありません。実際の業績等は、今
後様々な要因により大きく異なる可能性があります。
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平成平成2828年３月期の業績予想年３月期の業績予想

28年3月期（予想） 27年3月期（実績） 対前期比

＜連結業績＞＜連結業績＞ 単位：百万円

月期 月期 実績 前期

売上高 19,000 19,346 98.2%

営業利益 550 823 66.8%

経常利益 500 792 63.1%

当期純利益 310 470 66.0%
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平成平成2828年３月期の配当予想年３月期の配当予想

当社グループは、株主各位への利益還元を重要な政策と位置づけ、今後の事業展

開を念頭に財務体質の強化のための内部留保とのバランスを考慮した利益配分を基本

方針としております。方針としております。

平成28年３月期における１株当たりの年間配当予想は以下のとおりです。

１株当たり期末配当金

＜１株当たり年間配当金＞＜１株当たり年間配当金＞

平成28年3月期（予想） ８円00銭

平成27年3月期（実績） ８円00銭
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参参考考資資料料参参考考資資料料
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当社の経営方針当社の経営方針

今後の経営方針今後の経営方針
当社グループは、企業理念「求・消・営」のもと、お客様（消費者）をすべての中心に据え、お

客様に求められる製品とサービスを提供するための営業に努めてまいりました。また、開発か

ら製造・販売までの一貫体制による「自社考案・自社販売」を基本方針として、研究開発型企

業を志向しております。

なお、当社グループを取り巻く環境は時々刻々と変化しており、また、これに伴い顧客ニー

ズ ビジ デ が益 様 変 様 敏感 軟 適ズやビジネスモデルが益々多様化しております。こうした変化や多様化に敏感かつ柔軟に適

応すべく、モノづくりとサービス提供との高度な融合にチャレンジし続けてまいります。
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中長期的な経営戦略中長期的な経営戦略

中長期的な経営戦略中長期的な経営戦略中長期的な経営戦略中長期的な経営戦略

今後の経済見通しは、引き続き国内景気の回復が期待されるものの、内外を問わず経済環境は

刻々と変化し、今後も不透明な状況が続くものと予想されます。

このため 当社グル プは 経済環境に過度に左右されることのない 本質的に健康な企業 と体このため、当社グループは、経済環境に過度に左右されることのない、本質的に健康な企業へと体

質改善を図るため、以下の課題に取り組んでまいります。

①人的リソースの再構築

グル プ全体としての人的リソ スの最適化が急務と考えており このため 人材育成の強化 労グループ全体としての人的リソースの最適化が急務と考えており、このため、人材育成の強化、労

働環境の改善、および人事評価制度の整備を図ります。

②生産性の向上

製品の開発から製造まで、収益性を指標として更なる選択と集中を進め、また工場の設備、レイア製品 開発 製造 、 性を指標 更 選択 集中を 、 場 設備、

ウトなど、投資効果と事業継続の観点から最適化を図ります。

③高品質なモノ＋サービスの追求

商品の品質はもちろん、それに付帯するサービスの品質を高めるため、営業およびメンテナンス部

門の業務を、接客のあり方から見直し改善を図ります。
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中長期的な経営戦略中長期的な経営戦略

④コスト削減

在庫削減、合理化およびＶＡ（価値分析）を徹底するとともに、間接コストに関する全体最適化を図

ります。

⑤財務基盤の強化⑤財務基盤の強化

為替変動、金利上昇などの外部環境変化や各事業の進捗に基づき、キャッシュ・フローおよび資金

調達の最適化を図ります。
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研究開発活動研究開発活動
当期は円安株高が継続し 大手や輸出関連を中心に景気の回復傾向が続いていたものの 依当期は円安株高が継続し、大手や輸出関連を中心に景気の回復傾向が続いていたものの、依
然として個人消費の低迷、市場における厳しい価格競争、原材料やエネルギー価格の変動に晒
されました。このような社会状況の中で、市場の変化、技術の変化を感度良く取り入れ、環境問題
に配慮した研究開発の実践が求められています。当期も引き続き「フュージョン・テクノロジーで未
来へ」を合い言葉に、「メカトロニクス技術」と「情報通信・処理技術」をコアテクノロジーとした高付
加価値商品の研究開発を基本方針として、研究開発活動を次のとおり進めてまいりました。

オート機器事業オート機器事業

門型洗車機では、フルサービスＳＳ向け最上位機種「ジーフォーⅡ」、「ジーフォーⅡ ＶＳ」と車

形センサ搭載普及型機のモデルチェンジを行い、安全性および洗浄性能の向上とともに搭載可
能オプションの充実を図りました。また、好評をいただいているガラス系新コート剤の搭載可能機
ラインアップを充実し 更なる性能向上に加え工程短縮による処理台数増を可能としました さらラインアップを充実し、更なる性能向上に加え工程短縮による処理台数増を可能としました。さら
に、既存の洗車機を利用できる簡便なガラス系コート剤手掛けシステムの開発を行いました。

自動車整備機器では、エアコンガスクリーニング充填機の新モデルとして、ＥＵ先行で規制強化
が進み日本も追従して実用化が決まった低環境負荷（温室効果抑制）の新冷媒ガス対応機の開
発を行いました。また、消防法に適合しＳＳにも設置可能とした大型トラック用セルフ式スプレー洗
車機およびオーナーとユーザーの使いやすさを追求したコイン洗車場向けスプレー洗車機のモデ
ルチェンジを行いました。
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研究開発活動研究開発活動
情報機器事業情報機器事業情報機器事業情報機器事業

公官需向けでは、交通情報提供機器および関連技術の開発を継続し、新興国に向けた道路
情報板の開発を行いました。

民需向けでは 前期に引き続いて店舗向け表示機の開発を行い 機能充実に加えてコストダ民需向けでは、前期に引き続いて店舗向け表示機の開発を行い、機能充実に加えてコストダ
ウンを図りました。さらには、コストパフォーマンスに優れた高精細フルカラー表示システムと、
曲面への設置が可能で内装用に適する軽量可とう型表示機の開発を行い高い評価をいただき
ました。工事関連、道路維持管理向けには、安全性を重視した表示機昇降装置と車載式表示
機 開発を行 ま た さら 表 機 外 新規商材と 各種用途 適用する非常機の開発を行いました。さらに、ＬＥＤ表示機以外の新規商材として、各種用途に適用する非常
用電源装置と周辺機器の開発を行いました。

生活機器事業生活機器事業生活機器事業生活機器事業

農家向け商材では、２レバー方式で１合および２合計量を可能にした保冷米びつのモデルチ
ェンジを行いました。また、低温貯蔵庫については、こだわりの玄米貯蔵「雪蔵（ゆきぐら）」コー
ス、２色から選択できる化粧鋼板、バックライト付き液晶画面の操作部採用等により、商品力を、 選択 粧鋼板、 クラ 付 液晶画面 操作部採用等 り、商品 を
大きく向上した新モデルの開発を行いました。
新たなカテゴリーでは、ペット関連商材として、ドライヤーがセットできて両手でペットをケアす

る際に便利な折り畳み式のグルーミングテーブル、ドッグサークルの上部空間を利用したブリッ
ジラックやその他商材について開発を行い 「Ｃｕｐｅｔ（キューペット）」の新ブランドを立ち上げまジラックやその他商材について開発を行い、「Ｃｕｐｅｔ（キュ ペット）」の新ブランドを立ち上げま
した。
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研究開発活動研究開発活動
住設機器事業住設機器事業住設機器事業住設機器事業

主力商品の木・アルミ複合断熱建具では、学校をターゲットにした木アルミ複合引違窓の新規
開発を行い、意匠のスリム化とコストダウンを図りました。さらに、木をアルミ部材に取り付け易く
し 現場での取り替えメンテナンスを可能にしました 継続して欄間付き仕様の開発を行っていし、現場での取り替えメンテナンスを可能にしました。継続して欄間付き仕様の開発を行ってい
ます。

また、反射板式消音装置ノイズバスターシリーズのルーバーについて、数種類のパターンに応
じた性能試験を実施し、設計士へ提案し易くしました。

30



新製品情報新製品情報

オート機器オート機器

【 門型洗車機 「ジーフォーⅡ XF-902」 】

フルサービス向け門型洗車機のフラッグシップモデフルサ ビス向け門型洗車機のフラッグシップモデ

ルを発売しました。

従来モデルで評価が高かった水アカ取システム「プ

ロッシュ」、パウダーコーティング「クリスタルコートロッシュ」、パウダ コ ティング「クリスタルコ ト

NEO」のオプション搭載は継承し、今回洗車機唯一の

ガラス系コーティング「ティアラコートプレミアム」のオプ

ション搭載を可能にしました。シ ン搭載を可能 ま 。

バリエーション豊かな高付加価値洗車メニューの展

開が図れます。
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新製品情報新製品情報

情報機器情報機器

【小型フルカラーLED表示機 「FQ1684/1682」

小型フルカラーLED表示機「クオリエ」シリーズに高精細タイプのFQ1684／1682を追加しました。小型フルカラ LED表示機 クオリ 」シリ ズに高精細タイプのFQ1684／1682を追加しました。

ドットピッチ10mmの高精細LEDモジュールを採用し、従来機に比べ映像表現力が豊かになり、

様々な活用シーンでPR効果が期待できる商品となっております。

また スマートフォンで撮影した写真を編集し そのまま表示機に転送・表示できるスマートフォまた、スマートフォンで撮影した写真を編集し、そのまま表示機に転送・表示できるスマートフォ

ン専用アプリ「Smart Editor LED」（iOS無料版）を同時にリリースし、さらに使いやすさの向上を図

りました。
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新製品情報新製品情報

生活機器生活機器

【低温貯蔵庫 「味の新鮮蔵 ARGシリーズ」 」

低温貯蔵庫「味の新鮮蔵」をフルモデルチェンジして低温貯蔵庫「味の新鮮蔵」をフルモデルチェンジして

「ARGシリーズ」を発売しました。

低温貯蔵庫内に玄米の貯蔵に最適な温度（約５℃）と

湿度（約75％）が保持できる天然の雪を利用した冷蔵施湿度（約75％）が保持できる天然の雪を利用した冷蔵施

設「雪蔵」を再現した業界初の「雪蔵コース」を搭載し、通

常の玄米コース以上に酸化と含水率の低下を抑えること

が可能となりましたが可能となりました。

また、本体扉に高級感あるメタリック調の化粧鋼板を採

用し、シャンパンゴールドとダークブルーの選べる２色を

用意し お客様の製品選択の幅を広げました用意し、お客様の製品選択の幅を広げました。
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株主優待制度のご案内株主優待制度のご案内

株主優待制度の内容株主優待制度の内容株主優待制度の内容株主優待制度の内容
当社のグループ会社で運営する長野リンデンプラザホテル(長野市南千歳町)の宿泊優待券を贈呈

いたします。

発行基準発行基準
宿泊優待券は、毎年3月20日現在、所有株式数1,000株以上の株主様に対し、次のとおり発行いた

します。

ご 所 有 株 数 ご 優 待 券

1,000株 ～ 1,999株 2 枚

2,000株 ～ 3,999株 3 枚, 株 , 株 枚

4,000株 ～ 9,999株 4 枚

10,000株以上 6 枚

発行日発行日

定時株主総会後、決議通知に同封いたします。

有効期限有効期限
長野リンデンプラザホテル長野リンデンプラザホテル
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有効期限有効期限
発行年の翌年6月30日

長野リンデンプラザホテル長野リンデンプラザホテル



本資料に関するお問い合わせ本資料に関するお問い合わせ

管理本部管理本部

TEL：026-272-0601
E-mail：soumu@mkseiko.co.jp
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